
◎日本郵政公社法
（平成一四年七月三一日法律第九七号）　　

一、提案理由（平成一四年五月三〇日・衆議院総務委員会）

○片山国務大臣　日本郵政公社法案、日本郵政公社法施行法案、民間事業者による信書

の送達に関する法律案及び民間事業者による信書の送達に関する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げま

す。

　初めに、日本郵政公社法案について申し上げます。

　この法律案は、中央省庁等改革基本法第三十三条第一項の規定に基づき、郵政事業を

一体的に経営する国営の新たな公社として日本郵政公社を設立するものであります。

　以下、この法律案の主な内容について御説明申し上げます。

　第一に、日本郵政公社は、独立採算制のもと、信書及び小包の送達の役務、簡易で確

実な貯蓄、送金及び債権債務の決済の手段並びに簡易に利用できる生命保険を提供する

業務等を総合的かつ効率的に行うことを目的とすることとしております。

　第二に、日本郵政公社に、役員として、総裁一人、副総裁二人、理事十六人以内及び

監事三人以内を置くとともに、総裁、副総裁及び理事で組織される理事会を置くことと

しております。

　第三に、日本郵政公社は、郵便、郵便貯金、郵便為替、郵便振替、簡易生命保険の業

務及び印紙の売りさばき、恩給その他の国庫金の支払いの業務を行うほか、国債等の募

集の取り扱い、外貨両替及び旅行小切手の売買の業務等を行うことができることとする

とともに、その業務を行うため郵便局を設置しなければならないこととしております。

　また、日本郵政公社は、総務大臣の認可を受けて、中期経営目標及び中期経営計画を

定め、総務大臣は、各事業年度及び中期経営目標に係る日本郵政公社の業績の評価を行

うこととしております。

　第四に、日本郵政公社の会計は、企業会計原則によるものとするほか、財務諸表、国

庫納付金、郵便貯金資金等の運用方法等について、所要の規定を設けることとしており

ます。

　第五に、日本郵政公社の役員及び職員は、国家公務員とし、その報酬・給与、服務等

について、所要の規定を設けることとしております。

　その他、日本郵政公社に対する総務大臣の経営改善命令等の監督規定を設けるととも

に、財務、業務及び組織の状況その他経営内容に関する情報の公表について規定を設け

ることとしております。

　この法律の施行期日は、平成十五年四月一日としております。

……………（略）……………

　以上が、日本郵政公社法案、日本郵政公社法施行法案、民間事業者による信書の送達

に関する法律案及び民間事業者による信書の送達に関する法律の施行に伴う関係法律の



整備等に関する法律案の提案理由及びその要旨であります。

　何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。

二、衆議院総務委員長報告（平成一四年七月九日）

○平林鴻三君　ただいま議題となりました日本郵政公社法案外三法案につきまして、総

務委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　まず、各法案の要旨について申し上げます。

　最初に、日本郵政公社法案は、中央省庁等改革基本法第三十三条第一項の規定に基づ

き、郵政事業を一体的に経営する国営の新たな公社として、日本郵政公社を設立しよう

とするもので、その主な内容について申し上げますと、

　第一に、公社は、独立採算制のもと、信書及び小包の送達の役務、簡易で確実な貯蓄、

送金及び債権債務の決済の手段並びに簡易に利用できる生命保険を提供する業務等を総

合的かつ効率的に行うことを目的とすることとしております。

　第二に、公社に、役員として総裁、副総裁、理事及び監事を置くとともに、総裁、副

総裁及び理事で組織される理事会を置くこととしております。

　第三に、公社は、郵便、郵便貯金、簡易生命保険等の業務を行うとともに、郵便等の

業務を行うため郵便局を設置しなければならないこととしております。

　このほか、中期経営目標等の作成、財務・会計、人事管理等について所要の規定を設

けることとしております。

……………（略）……………

　以上の四法案は、五月二十一日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、同日本委

員会に付託されました。

　委員会におきましては、五月三十日片山総務大臣から提案理由の説明を聴取し、六月

四日から四法案を一括して質疑に入り、小泉内閣総理大臣の出席を求めて質疑を行うと

ともに、参考人から意見を聴取したほか、北海道及び熊本県において、いわゆる地方公

聴会を開催するなど、熱心かつ慎重に審査を重ねてまいりました。

　七月三日、日本郵政公社法案及び日本郵政公社法施行法案に対し、自由民主党、公明

党及び保守党の三会派共同提案により、郵便局のあまねく全国における設置の明記、出

資に関する規定の追加、公社の経営の健全性を確保する見地から、その経営に支障が生

じないよう積立金増加額の一部を国に納付すること等を内容とする修正案が提出され、

翌四日趣旨の説明を聴取した後、質疑を行いました。

　かくて、五日、再度、小泉内閣総理大臣の出席を求めて質疑を行い、質疑を終局いた

しました。

　次いで、討論に入り、自由民主党、公明党及び保守党を代表して山名靖英君から、郵

政公社関連二法案の原案及び修正案並びに信書便関連二法案に賛成、民主党・無所属ク

ラブの荒井聰君及び自由党の黄川田徹君から、郵政公社関連二法案の原案に賛成、修正

案に反対、信書便関連二法案に反対、日本共産党の矢島恒夫君から、各案に反対、社会



民主党・市民連合の重野安正君から、郵政公社関連二法案の原案及び修正案に賛成、信

書便関連二法案に反対の意見がそれぞれ述べられました。

　次いで、順次、各案について採決いたしました結果、郵政公社関連二法案は、それぞ

れ賛成多数をもって修正案のとおり修正議決すべきものと決し、信書便関連二法案は、

それぞれ賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。

　なお、各法案に対し附帯決議を付することに決しました。

　以上、御報告申し上げます。

○委員会修正の提案理由（平成一四年七月四日）

○八代委員　私は、自由民主党、公明党及び保守党を代表いたしまして、ただいま議題

となりました日本郵政公社法案及び日本郵政公社法施行法案に対する修正案につきまし

て、その提案の趣旨及び内容を御説明申し上げます。

　まず、日本郵政公社法案に対する修正案について申し上げます。

　その一は、郵便局のあまねく全国における設置の明記についてであります。

　政府原案におきましては、公社は総務省令の定めるところにより郵便局を設置しなけ

ればならないこととしておりますが、現在、約二万四千七百の郵便局が離島や山間地を

含め全国各地にあまねく設置され、その郵便局のネットワークを通じ、郵便事業のユニ

バーサルサービスを確保するとともに、住民生活に直結した各種の業務やひまわりサー

ビス等の福祉施策等が実施されており、郵便局は地域社会の拠点として不可欠な存在と

なっております。こうした郵便局及び郵便局ネットワークの意義、機能は、公社化に際

しましても、引き続き確保、充実させていくことが重要であり、現行の郵便局ネットワ

ークを維持する必要があります。

　このため、修正案では、公社は総務省令で定めるところにより、郵便局をあまねく全

国に設置しなければならないこととしております。

　その二は、出資に関する規定の追加についてであります。

　今回の郵政事業の公社化の意義は、公社化により経営の効率化等を図り、公共性の高

いサービスを全国あまねく提供することを可能とし、国民利用者の利益を増進すること

にあります。また、郵便事業への民間参入等を踏まえ、競争に対応しつつユニバーサル

サービスの維持を図る観点から、公社の経営の自由度を高めることも必要であります。

　こうしたことから、公社の出資に関する規定を新たに設けることとしております。

　すなわち、公社は、郵便の業務の運営に特に必要がある場合には、総務大臣の認可を

受けて、当該業務に密接に関連する政令で定める事業を行う者に出資することができる

こととしております。

　その三は、国庫納付金についてであります。

　政府原案においては、公社は、公社の経営の健全性の確保に支障を及ぼすおそれがな

いと認められる範囲内で政令で定める基準により計算した額を、政令で定めるところに

より国に納付するものとすることとしておりますが、修正案では、公社の経営の健全性



を確保する見地から、公社は、その経営に支障が生じないよう、積立金増加額の一部を

納付することとしております。

　すなわち、公社は、中期経営計画の期間の最後の事業年度に係る利益または損失の積

立金等としての整理を行った後、公社の経営の健全性を確保するため必要な額として政

令で定めるところにより計算した額を超える額の積立金がある場合において、一定の要

件に該当するときは、一定の金額について政令で定める基準により計算した額を、政令

で定めるところにより国に納付するものとすることとしております。

　そのほか、これらの修正に伴う所要の規定の整備を行うこととしております。

　以上が、本修正案の趣旨及び内容であります。

……………（略）……………

　以上が、両修正案の趣旨及び内容であります。

　何とぞ御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。

○附帯決議（平成一四年七月五日）

　政府は、左記事項について所要の措置を講ずべきである。

一　日本郵政公社は、郵便、郵便貯金及び簡易生命保険などの国民の生活基礎サービス

を全国あまねく公平に提供する事業を運営するとともに、国民共有の生活インフラ・

セーフティネットである郵便局ネットワークを運営するものであり、二十一世紀にお

いても国民生活の安定・向上に極めて重要な役割を果たすことから、これを円滑に発

足させるとともにその後の着実な運営が確保されるよう万全を期すること。

二　日本郵政公社は、全国の郵便局ネットワークが今後とも、ひまわりサービスやワン

ストップ行政サービス等地域社会におけるコミュニティ機能の中核を担うことを可能

とするため、郵便局ネットワークの有効活用を推進するよう努めること。

三　日本郵政公社は、郵便事業及び郵便局ネットワークの意義にかんがみ、郵便局ネッ

トワークが現在と同水準に維持されるよう努めること。

四　公社は、さらに一層国民・利用者の視点に立った経営を行うため経営の効率化とサ

ービス改善に努めること。

五　公社が出資を行う際には、その対象範囲・規模等について国営事業としての節度に

留意し、透明性の確保に努めること。

六　公社の経営の健全性を確保するため、法第三十七条の積立金の「基準額」について

は、公社の負債に対する自己資本の比率を踏まえ公社と類似の業務を営む民間企業と

同等の水準となるよう、その額の計算方法を定めること。

七　総務省及び日本郵政公社は、郵便法第二十六条第二号及び第三号の盲人用郵便物に

ついて、無料の取扱いとするとともに、心身障害者のための政策的軽減料金の維持に

特に配慮すべきこと。

三、参議院総務委員長報告（平成一四年七月二四日）

○田村公平君　ただいま議題となりました四法律案につきまして、総務委員会における



審査の経過と結果を御報告申し上げます。

　まず、日本郵政公社法案は、中央省庁等改革基本法第三十三条第一項の規定に基づき、

郵政事業を一体的に経営する国営の新たな公社として、日本郵政公社を設立しようとす

るものであります。

……………（略）……………

　なお、衆議院では、日本郵政公社法案及び日本郵政公社法施行法案に対し、郵便局の

あまねく全国における設置の明記、出資に関する規定の追加、国庫納付金について修正

が行われております。

　委員会におきましては、四法律案を一括して議題とし、公社化の意義、地域社会にお

ける郵便局の役割、郵便局を全国あまねく配置することについての考え方、公社の出資

条項を追加した理由、国庫納付金の根拠と算定方法、公社の人事給与制度の在り方、公

社化後の経営形態に関する検討状況、民間事業者に信書の取扱いを認めることのメリッ

ト、郵便のユニバーサルサービスの維持、信書の解釈、盲人用郵便物料金の無料継続等

について質疑を行いましたほか、参考人からの意見聴取、新潟県への委員派遣を行いま

した。

　質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して八田ひろ子委員から

四法律案に対して反対、社会民主党・護憲連合を代表して又市征治委員から日本郵政公

社法案及び日本郵政公社法施行法案に賛成、民間事業者による信書の送達に関する法律

案及び民間事業者による信書の送達に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律案に反対する旨の意見が述べられました。

　討論を終局し、順次採決の結果、四法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。

　なお、日本郵政公社法案及び日本郵政公社法施行法案に対し、また、民間事業者によ

る信書の送達に関する法律案及び民間事業者による信書の送達に関する法律の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律案に対し、それぞれ附帯決議が付されております。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年七月二三日）

　政府は、次の事項についてその実現に努めるべきである。

一、公社は、郵政事業が、郵便、郵便貯金、簡易生命保険などの国民生活に不可欠な生

活基礎サービスを全国あまねく提供するという使命を持ち、健全な経営環境の下、国

民利用者のニーズに会ったサービスを提供し続けることができるよう万全を期すこと。

二、公社が、国民共有の生活インフラである郵便局を最大限活用し、ワンストップサー

ビスやひまわりサービスなどの地域貢献施策を推進するとともに、各郵便局が地域社

会と共同で創意工夫し、地域の実情にあった施策や協力体制を推進することができる

よう努めること。

三、郵便貯金、簡易生命保険が、国民一人一人の貴重な生活資金を預託されているもの



であることにかんがみ、公社は、その健全な運用に万全を期すよう努めるとともに、

公社の資金運用が真に国民利用者の便益のためとなるよう最大限の配慮を行うこと。

四、郵便局、郵便局ネットワークは、国民共有の生活インフラ・セーフティネットであ

ることにかんがみ、公社が郵便局ネットワークを現在と同水準に維持するよう努める

こと。

五、公社が、経営の健全性を確保するとともに、より一層国民・利用者の利便の向上を

図るため、経営の効率化とサービスの改善に努めるよう配慮すること。

六、公社が、出資を行う際には、真に必要があると認められるものに限定するとともに、

出資先の財務内容等の情報公開の徹底が図られるよう配慮すること。

七、国庫納付の政令を定めるに当たっては、公社が、郵政事業の公共的使命を十分果た

すことができるよう配慮すること。特に、公社法第三十七条の積立金の「基準額」の

計算方法については、公社と類似の業務を営む民間事業者の負債に対する自己資本の

比率を踏まえ、公社の経営の健全性を確保できるよう定めること。

八、総務省及び公社は、第三種及び第四種郵便物の料金減免制度の維持に努めることと

し、特に、盲人用郵便物については、無料の取扱いを継続するよう、格段に配慮する

こと。

九、公社においては、健全な経営の維持・発展のため、良好な労使関係を構築し、国民

の支持・信頼に応える郵政事業を行うとともに、充実した労使間の協議等を行うよう

努めること。

　右決議する。


